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概要 

・木造による中高層建築物（オフィスビル、住宅等）の開発について、国内

外で構想の検討や実現化が進められている。 

・国内の木造中高層建築物は 2016 年頃から開発事例がみられ、用途は

オフィス系（オフィスやオフィスに店舗等が併設）が多く、住宅系は高齢者

向け住宅・施設や賃貸マンション、社宅、分譲マンション等で、その他に

も宿泊施設（ホテル）や商業ビル、研修所等がある。 

・木造中高層の開発が進む背景として、サステナビリティへの意識の高ま

りや木材の性能向上、国や地方自治体などの後押し（支援）があげられ

る。 

・開発事業者による木造中高層建築物の普及に向けた取り組み（ブランド

展開）が進められており、量的な供給拡大につながる可能性がある。一

方で、木材価格は高止まりしており、供給拡大の懸念材料といえる。 
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1.木造による中高層建築物の

開発に向けた国内外での主な

取り組み 

木造による中高層建築物（オフィ

スビル、住宅等）の開発について、

国内外で構想の検討や実現化が進

められている。 

木造の超高層ビルの開発構想と

しては、国内では住友林業が 2041

年を目標に高さ 350m、地上 70 階を

実現する構想「W350 計画」を 2018

年に公表している。W350 計画の木

材使用量 185,000 立方メートルは木

造住宅の約 8,000 棟分に相当し、二

酸化炭素を炭素として固定する量は

約 10 万 t-CO2 相当とされている。

W350計画の総工費は公表時点にお

いて従来型超高層建築物のほぼ 2

倍で、今後技術開発をすることでコ

ストダウンを進め、経済的にも実現

性を高めるとしている。 

海外においても、英国（ロンドン）

や米国（シカゴ）で 80 階建ての木造

の超高層ビルの開発構想が 2016年

に公表されている。ケンブリッジ大学

等によるもので、実現化に向けた研

究が進められている。 

これら構想と比べ規模は小さいも

のの国内外で具体的に木造中高層

の開発が実現している。国内の大手

デベロッパーでは、ESG に関する目

標等を設定し、そのアクションとして

国産材等を活用した木造中高層開

発を進めている。三菱地所は、2019

年から木造の賃貸マンションやオフ

ィス、ホテル等を毎年竣工させてい

る（図表 1 の 9、10、16）。野村不動

産は国内で竣工済みの中では最高

の 14 階建ての木造の分譲マンショ

ンを 2021 年に竣工させている（図表

1 の 15）。三井不動産は今後の竣工

予定の中で最高の 17階建ての木造

のオフィス、店舗等を 2025年に竣工

するとしている（図表 1の 31）。 

＜木造オフィスビルの開発事例＞ 

 

筆者撮影 

海外では、オーストリア（ウィーン）

で 24階建ての木造複合ビルが 2019

年に竣工し、スウェーデン（ストックホ

ルム）では 34 階建ての木造マンショ

ンが 2023 年に竣工予定であり、竣

工済み、予定ともに規模が国内の事

例を上回る。 

国内では木造中高層の開発への

投資等を進める事例がみられる。

2023 年に竣工予定の宮城県仙台市

の木造オフィスビルの開発を目的と

した私募ファンド（みずほ不動産投

資顧問がアセットマネジメント）へは、

日本政策投資銀行と七十七キャピタ

ル、長谷工コーポレーションが匿名

組合出資を行っている（図表1の29）。

日本政策投資銀行はグリーン投資

促進ファンド1により出資を行ってお

り、コストなどが原因で普及が進まな

かった中高層ビル等への木材活用

を後押している。 

また、第一生命保険が、環境・社

会への配慮を評価する認証を取得

している物件や、これらと同等の性

能・効果が見込まれる木造・木質化

建物等の物件について、投資のハ

ー ドル・レート2を引き下げる取り組

みを行っている。当社では初めて本

件の考え方を適用した案件として東

京都中央区で木造オフィスビルの新

築計画の検討に着手している（図表

1の 32）。 

 

1グリーン投資促進ファンドは、民間による成長資金供給の促進や地域経済の活性化、企業の競争力強化のため、国からの一部出資（産投

出資）を活用して成長資金を時限的・集中的に供給するもので、特にグリーン社会の実現に貢献する事業を重点的に支援することを目的

に設置したファンド 

2 当社では、不動産運用を行うにあたり、物件の用途・立地・面積・築年数・所有形態・耐震構造などを踏まえ、案件ごとに投資の基準となる

利回り（ハードル・レート）を評価・算出してる。2021 年 6 月 14 日報道によると投資判断の基準となる最低利回りのハードルを約 1 割下げ

るとされている。 
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【図表 1】木造中高層建築物（オフィス、住宅等）の開発事例 

 

出所：各社プレスリリース、国土交通省「木造建築物の振興施策について」、報道等 

主用途
オフィ
ス系

住宅
系

住所 都内
地上部
主要構造

純木
造

地上
階数

5階～
14階

1 高知県市町村総合事務組合 オフィス 〇 高知県高知市 木造、鉄骨造 6階 〇 2016

2 社会福祉法人聖風会 特別養護老人ホーム等 〇 東京都足立区 〇
木造、鉄筋コンクリート
造

5階 〇 2016

3 株式会社MoNOplan オフィス、店舗 〇 長野県長野市 木造 〇 4階
2017
（※1）

4 松尾建設株式会社 オフィス 〇 佐賀県佐賀市 木造、鉄骨造 6階 〇 2018

5 社会福祉法人ふるさと会 高齢者福祉施設 〇 高知県高知市
木造、鉄筋コンクリート
造

6階 〇 2018

6 大和不動産株式会社 賃貸マンション 〇 新潟県新潟市 木造 〇 5階 〇 2018

7 株式会社アライホールディング オフィス、共同住宅 〇 東京都大田区 〇 木造、鉄骨造 6階 〇 2018

8 山口県長門市 オフィス（庁舎） 〇 山口県長門市
木造、鉄筋コンクリート
造

5階 〇 2019

9 三菱地所株式会社 賃貸マンション 〇 宮城県仙台市 木造、鉄骨造 10階 〇 2019

10 三菱地所株式会社 オフィス 〇 東京都千代田区 〇 木造、鉄骨造 8階 〇 2020

11 株式会社タクマ オフィス 〇 兵庫県尼崎市 木造、鉄骨造 6階 〇 2020

12 株式会社竹中工務店 独身者用賃貸住宅 〇 東京都江東区 〇
木造、鉄筋コンクリート
造

12階 〇 2020

13 清水建設株式会社 社宅（一部ショールーム） 〇 愛知県名古屋市
木造、鉄筋コンクリート
造

4階 2020

14 髙惣合同会社 オフィス、店舗、共同住宅 〇 宮城県仙台市 木造 〇 7階 〇 2021

15 野村不動産株式会社 分譲マンション 〇 東京都千代田区 〇
木造、鉄筋コンクリート
造

14階 〇 2021

16 三菱地所株式会社 宿泊施設、店舗 北海道札幌市
木造、鉄筋コンクリート
造

11階 〇 2021

17 ヒューリック株式会社 商業ビル 東京都中央区 〇 木造、鉄骨造 12階 〇 2021

18 三井ホーム株式会社 賃貸マンション 〇 東京都稲城市 〇
木造、鉄筋コンクリート
造

5階 〇 2021

19 株式会社大林組 研修所 神奈川県横浜市 木造 〇 11階 〇 2022

20 平和不動産株式会社 オフィス、店舗 〇 東京都中央区 〇
木造、鉄骨鉄筋コンク
リート造

10階 〇 2022

21 サッポロ不動産開発株式会社 オフィス、店舗 〇 東京都渋谷区 〇 木造、鉄骨造 9階 〇 2022

22
第一生命保険株式会社・株式会社東
邦銀行

オフィス、店舗 〇 栃木県宇都宮市
木造、鉄筋コンクリート
造

4階 2022

23 野村不動産株式会社 オフィス 〇 東京都渋谷区 〇 木造、鉄骨造 7階 〇 2022

24 学校法人玉川学園 学生寮 〇 東京都町田市 〇 木造 〇 9階 〇
2022
（※2）

25 東急不動産株式会社 オフィス、店舗 〇 東京都渋⾕区 〇 木造、鉄骨造 13階 〇
2022
（※1）

26 株式会社ジューテック オフィス（本社ビル） 〇 東京都港区 〇 木造、鉄骨造 8階 〇 2023

27 野村不動産株式会社 オフィス 〇 東京都港区 〇 木造、鉄骨造 13階 〇 2023

28 野村不動産株式会社 オフィス 〇 東京都港区 〇 木造、鉄骨造 9階 〇 2023

29 合同会社ウッドライズキャピタル※3 オフィス、店舗 〇 宮城県仙台市
木造、鉄骨造、鉄骨鉄
筋コンクリート

10階 〇 2023

30 株式会社アキュラホーム オフィス、宿泊体験棟等（新社屋） 〇 埼玉県さいたま市 木造 〇 8階 〇
2024
（※1）

31 三井不動産株式会社 オフィス、店舗等 〇 東京都中央区 〇 ハイブリッド木造 17階 2025

32 第一生命保険株式会社 オフィス、店舗 〇 東京都中央区 〇 木造、鉄骨造 12階 〇
2025

年以降

※3　株式会社日本政策投資銀行、七十七銀行グループの七十七キャピタル株式会社、株式会社長谷工コーポレーションによる合同会社で開発型SPC（みずほ不動産投資顧問株式会社がAM）

竣工年
（予定）

用途 所在 構造 階数

※1　暦年ではなく年度とされている。

開発事業者
（建築主）

※2　当初2022年の予定であったが、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響による空間設計の見直しに伴い設計を一旦停止し工事着手の無期限延期を決定
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2.木造中高層建築物の国内に

おける開発事例 

国内の木造中高層建築物は 2016

年頃から開発事例がみられる（図表

1）。 

用途はオフィス系（オフィスやオフ

ィスに店舗等が併設）が多く、住宅系

は高齢者向け住宅・施設や賃貸マン

ション、社宅、分譲マンション等で、

その他にも宿泊施設（ホテル）や商

業ビル、研修所等の様々な用途が

みられる（図表 1）。 

開発地域については、昨年（2021

年）位までは地方での取り組みが多

くみられたが、今年（2022 年）以降は

東京都内や関東圏での事例が多く

なっている（図表 1）。 

構造は木造に鉄骨造や鉄筋コン

クリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造

を組み合わせた混構造が多いもの

の、純木造の事例も複数みられる

（図表 1）。 

高層化が進んでおり、2023 年以

降の竣工予定の物件の階数は 8 階

～17階になっている（図表 1）。 

＜木造マンションの開発事例＞ 

 

筆者撮影 

3.木造中高層開発が進む背景 

～サステナビリティへの意識の高ま

りや木材の性能向上等～ 

木造による中高層建築物の開発

が進んでいる背景①として、「1.木造

による中高層建築物の開発に向け

た国内外での主な取り組み」の住友

林業や日本政策投資銀行、第一生

命保険の例でも取り上げた通り、近

年の世界的なサステナビリティ

（SDGs、ESG 等）に対する意識の高

まりがあげられる。木材の活用がサ

ステナビリティの実現につながるとい

った考え方は以下の通りである。 

樹木は光合成によって大気中の

二酸化炭素を吸収し酸素を排出す

る。二酸化炭素を吸収した樹木は、

木材になっても炭素が蓄え続けるた

め、地球温暖化の抑制にもつながる。 

また、木材は製造過程の二酸化

炭素排出量が他の材と比べ少ない

（図表3左）。特に国産材や地域材を

使用すると輸送過程の二酸化炭素

の排出量の削減につながる（図表 3

右）。 

【図表 3】構法別製造時二酸化炭素排出量（左）と産地別木材輸送過程二酸化炭素排出量（右） 

  

データ出所：一般社団法人ウッドマイルズフォーラムウェブサイト

0

10,000

20,000

30,000
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50,000

60,000

70,000

木造 RC造 S造

（kg-CO2）

ウッドマイルズ研究会 （2008/3/1 ） 建築物総合環境性能評価システム（CASBEE）の公表値に

基づく建設時の構法別製造時二酸化炭素排出量の算出結果

住宅 1 棟（床面積 125.86 ㎡）を建設する際の

構法別製造時二酸化炭素排出量

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000

全て地域材住宅（100kmと想定）

全て国産材住宅（国内平均238kmと想定）

一般住宅（輸入材を含め平均4,399kmと想定）

全て欧州材住宅（21,424km）

（kg-CO2）

日本国内で木造住宅（約38坪）を建てた場合の木材の

産地別木材輸送過程二酸化炭素排出量
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なお、国産の木材は利用量が減

少し続けたため、国内の林業の衰退

や山の荒廃が問題となっている。戦

後の拡大造林計画で植えられ、収

穫期を迎えた木を使い、新たに植林

し、森林更新を行うことが二酸化炭

素の吸収量を増やしていくことにつ

ながるといわれてている。 

木造による中高層建築物の開発

が進んでいる背景②として、木材の

性能向上があげられる。 

建築基準法では、建物の立地や

用途により耐火建築物とする必要が

ある場合、階数等に応じて柱・梁等

の主要構造部材に必要な耐火性能

が求められている（図表 2 左）。耐火

建築物とする必要がある建築物で

は、5階建てから 14階建ての主要構

造部は最上階から 5 階以下を 2 時

間耐火構造、15 階建て以上では最

上階から 15 階以下を 3 時間耐火構

造とする必要があり、木質部材がこ

れらの耐火性能を満たさない場合、

5 階建て以上では下層階の主要構

造部について耐火性能を満たす鉄

骨造や鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄

筋コンクリート造等とする必要があっ

た。 

この規制の下、2 時間耐火構造、

3 時間耐火構造等の木質部材の開

発が近年進んでおり、2018 年に竣

工した賃貸マンションの事例では、1

階部分で新たに開発した2時間耐火

構造部材を使用し、純木造 5 階建て

が実現したとしている（図表 1の 6）。

その後も 2021 年には純木造による

7 階建てのオフィス等の開発が行わ

れており（図表 1 の 14）、2022 年に

は純木造 11階建ての研修所が竣工

予定である（図表 1 の 19）。なお、こ

れら 14 階までの開発には 3 時間耐

火構造を使用する必要はないもの

の、14 階を超える開発が行われる

場合（図表 1 の 31 の 17 階建て等）

では、下層（17階建ての場合は 3 階

以下の部分）を木造とする場合、主

要構造部として使用される木材に 3

時間耐火構造が求められる。 

 

【図表 2】耐火建築物の主要構造部に求められる構造（左）、2019年施行の改正建築基準法（右） 

  

出所：国土交通省

前述の木造の超高層ビルの開発

構想「W350 計画」を公表している住

友林業の例では、オリジナル木質部

材において、2021年 2月に梁部材で

3時間耐火構造、同 3月に柱部材で

2 時間耐火構造・3 時間耐火構造の
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国土交通大臣認定をそれぞれ取得

したことを公表している。一般流通品

の CLT3や不燃材などを使用した低

コストが特長で、建築基準法で求め

られる上限の 3 時間耐火構造を実

現したことで15階以上の木造建築も

可能となったとしている。なお、W350

計画で試算した柱（荷重支持部の最

大サイズ 2,500 ㎜角）が実現可能で

あり、超高層にも応用するとしている。

同社は具体的な開発事業ついて、

豪州メルボルン市近郊コリンウッドで

の地上 15 階建ての木造オフィスビ

ルの開発（2023 年竣工予定）をはじ

め、米国ワシントン州シアトル近郊

（地上 6 階建ての木造賃貸住宅、

2024 年竣工予定）、英国ロンドン（地

上 6 階建ての木造オフィスビル、

2024 年竣工予定）など海外で国内

外の企業とともに取り組みを行って

いる。 

木造による中高層建築物の開発

が進んでいる背景③として、木材の

利用への国や地方自治体などの後

押し（支援）があげられる。 

国土交通省の例では、2019 年 6

月施行の改正建築基準法で、中高

層（16m 超、4 階以上）の建築物でも、

構造部材である木材をそのまま見

せる「あらわし」を実現できるように

する等の法改正を行っている（図表

 

3CLT とは、Cross Laminated Timberの略称で、ひき板（ラミナ）を並べた後、繊維方向が直交するように積層接着した木質系材料で、図表 1

の事例でも多くが採用している。一般社団法人日本 CLT協会によると、CLTは 1995 年頃からオーストリアを中心として発展し、現在で

は、イギリスやスイス、イタリアなどヨーロッパ各国でも様々な建築物に利用されている。また、カナダやアメリカ、オーストラリアでも CLTを

使った高層建築が建てられるなど、CLTの利用は近年になり各国で急速な伸びを見せている。特に、木材特有の断熱性と壁式構造の特

性をいかして戸建て住宅の他、中層建築物の共同住宅、高齢者福祉施設の居住部分、ホテルの客室などに用いられている。日本では

2013 年 12 月に製造規格となる JAS（日本農林規格）が制定され、2016年 4 月に CLT関連の建築基準法告示が公布・施行された。これ

らにより、CLTの一般利用がスタートしているとされている。 

2 の右）。また、先導的な設計・施工

技術が導入される大規模な建築物

の木造化を実現する事業の実施に

要する費用の一部に補助を行って

いる。林野庁でも、CLT を活用した

普及性や先駆性が高い建築物の設

計・建築、街づくり等の実証事業を

対象に補助を行っている。 

2021 年 10 月には「公共建築物等

における木材の利用の促進に関す

る法律」が改正され、題名も「脱炭素

社会の実現に資する等のための建

築物等における木材の利用の促進

に関する法律」となった。対象が公

共建築物から建築物一般に拡大し、

事業者等が建築物木材利用促進協

定を締結できる仕組みを設け、協定

締結事業者等に必要な支援を行うと

している。 

 

5.木造中高層の今後について

～普及に向けた取り組み（ブランド

展開）や木材価格高騰の影響～ 

現状において、木造による中高層

建築物の開発には、コストがかかり、

施工できる企業も限られるため、開

発事例はサステナビリティ（SDGs、

ESG等）に対する意識の高い建築主

等によるシンボリックなものが大宗を

占めている。ただし、開発事業者に

よる普及に向けた取り組み（ブランド

展開）も以下のとおり進められており、

量的な供給拡大につながる可能性

がある。 

大東建託は CLT による木造 4 階

建て賃貸住宅「Forterb（フォルター

ブ）」の販売を、2019 年 10 月より開

始したことを公表。CLT により規格

化・工業化された賃貸住宅の販売は、

国内初としている。 

三井ホームは木造マンションの新

ブランド、「MOCXION (モクシオン)」

を立ち上げたことを 2021年 7月に公

表。第一号の木造 5 階建ての

MOCXION INAG が東京都稲城市で

2021年 11月に竣工している（図表 1

の 18）。 

アキュラホームは、神奈川県川崎

市の川崎住宅公園内に、木造軸組

工法による 5階建てのモデルハウス

（店舗、事務所、住宅の複合用途）を

建築することを 2022年 1月に公表。

純木造ビルの普及型として特殊部

材、特殊構法などを使用せず、伝統

的な在来軸組工法の技術の延長で

建築することで地域の工務店でも施

工可能であり、従来の中大規模木造

建築から 3割のコスト減を目標として

いる。なお、同構法で木造 8 階建て

の新社屋（埼玉県さいたま市）の建

築を公表しており、2024 年度の竣工

を予定している（図表 1の 30）。 
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一方で、木材価格はコロナ下での

ウッドショック4の影響で上昇し、現状

でも高止まりしており（図表 4の左）、

木造中高層建築物の供給拡大の懸

念材料といえる。 

ただし、価格の上昇は鋼材も同様

で、鉄鉱石を 100％輸入に頼る鋼材

は木材のように国産材を活用する選

択肢はないといえる。 

2022 年 3 月現在、ロシアによるウ

クライナ侵攻や円安の影響から、輸

入インフレ圧力が高まっており、木

材や鋼材等の建設資材の価格も例

外ではないとみられる。日本の木材

自給率は、過去の水準と比べると低

いものの、改善傾向にある（図表 4

の右）。各種の建設資材の調達を輸

入に頼る日本において、それらの高

騰は国産材の活用を見直す機会に

つながる可能性があると考えられる。 

 

【図表 4】建設資材価格指数（左）と木材自給率（右） 

  

データ出所：経済調査会「建設資材価格指数」、林野庁「木材需給表」

  

 

4新型コロナウイルスの感染拡大によるテレワークの浸透と住宅ローンの歴史的低金利を背景に住宅着工戸数が急増したことが発端で米

国において木材価格が高騰、日本国内でも輸入木材の代替需要が増し、国産材価格が急上昇した。 
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